
令和4年度（2022年度）決算

京丹波町

統一的な基準による財務書類

令和4年（2022年）12月





地方公会計の整備

　平成18年8月に総務省から示された「地方公共団体における行政改革の更なる推進のた

めの指針」において、発生主義の活用及び複式簿記の考え方を取り入れた「貸借対照

表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算書」の4つの表からなる

財務書類を、「基準モデル」又は「総務省方式改訂モデル」の2つの方式のいずれかによ

り早期に作成し公表することが要請されました。

　このため、京丹波町では、平成22年度決算より、総務省が示す2つの方式のうち「総務

省方式改訂モデル」により財務書類を作成し、公表してきました。

　こうした地方公会計の整備（財務書類の作成）は、全国的にも着実に進められてきま

したが、上記2方式や地方公共団体独自の方式等、複数の財務書類の作成方法があること

で、市町村同士の比較が難しいといった課題もあったことから、平成26年度に総務省か

ら「統一的な基準」が示され、全国の地方公共団体は、平成29年度までにこの基準に

沿った財務書類の作成を要請されることとなりました。

　このため、京丹波町では、平成28年度決算より「統一的な基準」による財務書類を作

成し、公表しています。
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対象とする会計の範囲

一般会計

土地取得特別会計

育英資金給付事業特別会計

町営バス運行事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険事業特別会計

下水道事業特別会計

国保京丹波町病院事業会計

水道事業会計

国民健康保険南丹病院組合

船井郡衛生管理組合

京都府市町村職員退職手当組合

京都府市町村議会議員公務災害補償等組合

京都中部広域消防組合

京都府自治会館管理組合

京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合

京都府後期高齢者医療広域連合

京都地方税機構

株式会社丹波情報センター

丹波地域開発株式会社

グリーンランドみずほ株式会社

瑞穂農林株式会社

一般財団法人和知ふるさと振興センター

公益財団法人京都府立丹波自然運動公園協力会

一般財団法人京丹波農業公社

※1: 第三セクター等は、出資割合が25％超のものを連結対象としています。

連結会計

全体会計

一般会計等

公営事業会計

公営企業会計

一部事務組合・広域連合

第三セクター等（※1）
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令和4年度の決算状況

資産 負債 経常費用 経常収益

89,033百万円 34,944百万円 22,361百万円 4,878百万円

　うち現金預金 臨時損失 臨時利益

2,049百万円 316百万円 24百万円

純資産 純行政コスト

54,089百万円 (△)17,776百万円

△112百万円 55,436百万円

2,071百万円 △1,347百万円

89百万円

2,049百万円 54,089百万円

　連結会計における令和4年度決算の状況は、次のとおりです。

貸借対照表【BS】 行政コスト計算書【PL】

資金収支計算書【CF】 純資産変動計算書【NW】

本年度資金収支額 前年度末純資産残高

前年度末資金残高 本年度純資産変動額

本年度末歳計外現金残高 　うち純行政コスト

△17,776百万円

本年度末現金預金残高 本年度末純資産残高

※:矢印で結ばれているところは、金額が一致することを意味しています。

※:表示単位未満四捨五入により、合計が一致しない場合があります。

3



貸借対照表とは

行政コスト計算書とは

純資産変動計算書とは

資金収支計算書とは

　「純資産（過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財産）」が令和4年度

中にどのように増減したかを表しており、貸借対照表の「純資産」と一致します。

　純資産は、令和4年度中に約13億円減少し、年度末残高は約541億円でした。

　「資金（現金預金）」が令和4年度中にどのように増減したかを表しており、表中の

「本年度末現金預金残高」は、貸借対照表の「資産」のうち「現金預金」と一致しま

す。

　「資金収支額（資金の増減額）」は約1億円減少し、「本年度末現金預金残高」は、約

20億円でした。

　令和4年度末時点での資産や負債等の残高（ストック情報）を表しています。

　表の左側の「資産」は、京丹波町が保有している建物、道路等の固定資産や、現金預

金、基金、貸付金等の残高を表しており、町全体で約890億円の財産（資産）を保有して

いることになります。

　表の右側では、町債等の「負債」が約349億円、資産から負債を差し引いた「純資産」

が約541億円となっています。

　この表は、資産をどのような財源（負債と純資産）で賄ったかを示しており、負債は

将来世代の負担を、純資産は現在までの世代の負担を表しています。

　令和4年度中の資産形成（施設やインフラの建設・整備）につながらない行政サービス

に要したコストを表しています。

　行政サービスに要した費用（経常費用・臨時損失）から使用料等（経常収益・臨時利

益）を差し引いたものが、「純行政コスト」となり、純資産変動計算書の「純行政コス

ト」と一致します。

　令和4年度の「純行政コスト」は、約178億円でした。
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各財務書類の説明

（単位：百万円）

一般 全体 連結 一般 全体 連結

資産 60,564 83,759 89,033 負債 16,830 32,657 34,944

固定資産 58,500 80,313 83,949 固定負債 15,118 29,645 31,368

有形固定資産 53,079 75,710 78,060 地方債等 13,739 23,577 24,473

無形固定資産 12 969 1,099 長期未払金 - - -

投資その他の資産 5,409 3,634 4,790 退職手当引当金 1,379 1,447 2,052

流動資産 2,064 3,446 5,084 損失補償等引当金 - - -

現金預金 374 1,138 2,049 その他 - 4,621 4,842

未収金 16 385 927 流動負債 1,712 3,012 3,576

短期貸付金 - - - 1年内償還予定地方債等 1,489 2,547 2,650

基金 1,673 2,020 2,102 未払金 - 195 474

棚卸資産 1 6 108 未払費用 - - 35

その他 - - 4 前受金 - - 1

徴収不能引当金 - △103 △107 前受収益 - - -

賞与等引当金 133 179 267

預り金 89 89 93

その他 1 2 55

純資産 43,734 51,102 54,089

60,564 83,759 89,033 60,564 83,759 89,033

※:表示単位未満四捨五入により、合計が一致しない場合があります。

用語解説

資産

・

・

・

・

・

・

・

・

負債

・

・

・

・

・

純資産

・

貸借対照表
（令和5年3月31日現在）

資産合計 負債及び純資産合計

流動資産：現金預金の他、比較的短期間（1年以内）に現金化すると考えられる資産です。

未収金：徴収期限が到来して1年を経過していない税や使用料等の債権です。

短期貸付金：貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するものです。

基金：基金のうち、財政調整基金のみが計上されます。

地方債等：町債のうち、償還予定が1年を超えるものをいいます。

退職手当引当金：全職員が自己都合で退職したと仮定して算出した退職金の総額です。

流動負債：短期間（1年以内）に支払期限等が到来する負債のことをいいます。

1年内償還予定地方債等：町債のうち、償還予定が1年以内のものをいいます。

純資産：資産から負債を差し引いた額で、増減の内訳は純資産変動計算書で表しています。

固定資産：長期にわたって使用するため保有する資産のことで、有形固定資産、無形固定資産、投資
その他の資産に分類されます。

有形固定資産：土地、建物、工作物等、長期にわたって使用するために保有している有形の資産で
す。庁舎・学校等の事業用資産、道路・上下水道・公園等のインフラ資産、物品に分類されます。

無形固定資産：地上権、著作権等の法律上認められた権利やソフトウェア等、具体的に目に見える形
をもたない固定資産です。

投資その他の資産：有形・無形固定資産以外の長期保有資産のことです。出資金、長期延滞債権、長
期貸付金、財政調整基金以外の基金等が該当します。

固定負債：支払期限等が1年を超えるもので、それまでは支出もしくは費用化されないと考えられる負
債です。
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（単位：百万円）

一般 全体 連結

経常費用 Ⓐ 10,862 16,128 22,361

業務費用 6,274 9,364 13,285

人件費 1,987 2,775 4,618

物件費等 4,185 6,242 8,149

その他の業務費用 102 347 518

移転費用 4,587 6,764 9,076

経常収益 Ⓑ 354 1,841 4,878

使用料及び手数料 102 1,407 2,968

その他 251 433 1,910

純経常行政コスト Ⓒ（Ⓑ－Ⓐ） △10,508 △14,287 △17,483

臨時損失 Ⓓ 311 311 316

災害復旧事業費 139 139 139

資産除売却損 172 172 174

投資損失引当金繰入額 - - -

損失補償等引当金繰入額 - - -

その他 - - 4

臨時利益 Ⓔ 24 24 24

資産売却益 24 24 24

その他 - - -

純行政コスト Ⓒ＋Ⓔ－Ⓓ △10,795 △14,574 △17,776

※:表示単位未満四捨五入により、合計が一致しない場合があります。

用語解説

・

・

・

・

・

・

・

行政コスト計算書
（令和4年4月1日～令和5年3月31日）

人件費：職員給与等の勤労の対価や報酬として支払われる費用等です。

移転費用：補助金等や社会保障給付、他会計への繰出金等をいいます。

使用料及び手数料：公共サービス等の対価として徴収する使用料・手数料をいいます。

臨時損失：災害復旧事業費や資産除売却損等、臨時に発生する費用をいいます。

臨時利益：資産売却益等、臨時に発生する収益をいいます。

物件費等：旅費、消耗品費、備品購入費、委託料といった消費的性質の経費で資産計上されないもの
や、資産の機能維持のための修繕料、資産の減価償却費等をいいます。

純行政コスト：行政サービスに要した費用（経常費用・臨時損失）から使用料等（経常収益・臨時利
益）を差し引いたもので、純資産変動計算書の「純行政コスト」と一致します。
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（単位：百万円）

一般 全体 連結

前年度末純資産残高 Ⓐ 44,733 52,076 55,436

純行政コスト Ⓑ △10,795 △14,574 △17,776

財源 Ⓒ 9,793 13,598 16,892

税収等 7,837 9,365 10,927

国県等補助金 1,957 4,232 5,966

本年度差額 Ⓓ（Ⓑ＋Ⓒ） △1,002 △977 △883

資産評価差額 Ⓔ 1 1 1

無償所管換等 Ⓕ 2 2 2

比例連結割合変更に伴う差額 Ⓖ - - △8

その他 Ⓗ - - △460

本年度純資産変動額 Ⓗ（Ⓓ＋Ⓔ＋Ⓕ＋Ⓖ） △999 △974 △1,348

本年度末純資産残高 Ⓐ＋Ⓗ 43,734 51,102 54,089

※:表示単位未満四捨五入により、合計が一致しない場合があります。

用語解説

・

・

・

・

・

・

純資産変動計算書
（令和4年4月1日～令和5年3月31日）

純行政コスト：行政コスト計算書の「純行政コスト」と一致します。

税収等：町税、地方交付税、地方譲与税等をいいます。

国県等補助金：国庫支出金、府支出金等をいいます。

資産評価差額：有価証券等の評価額の差額をいいます。

無償所管換等：無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等をいいます。

本年度末純資産残高：貸借対照表の「純資産」と一致します。
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（単位：百万円）

一般 全体 連結

業務活動収支 Ⓐ 949 1,782

業務支出 8,815 13,004

業務収入 9,903 14,925

臨時支出 139 139

臨時収入 - -

投資活動収支 Ⓑ △504 △534

投資活動支出 1,009 1,239

投資活動収入 505 704

財務活動収支 Ⓒ △557 △1,338

財務活動支出 1,325 2,387

財務活動収入 768 1,050

本年度資金収支額 Ⓓ（Ⓐ＋Ⓑ＋Ⓒ） △112 △90 △112

前年度末資金残高 Ⓔ 397 1,139 2,071

比例連結割合変更に伴う差額 Ⓕ - - 1

本年度末資金残高 Ⓖ（Ⓓ＋Ⓔ＋Ⓕ） 285 1,049 1,960

前年度末歳計外現金残高 Ⓗ 57 57 58

本年度歳計外現金増減額 Ⓘ 32 32 32

本年度末歳計外現金残高 Ⓙ（Ⓗ＋Ⓘ） 89 89 89

本年度末現金預金残高 Ⓖ＋Ⓙ 374 1,138 2,049

※:表示単位未満四捨五入により、合計が一致しない場合があります。

用語解説

・

・

・

・

資金収支計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

業務活動収支：投資活動及び財務活動以外の業務により生じる収入と支出が計上されます。

投資活動収支：固定資産の取得及び売却等により生じる収入と支出が計上されます。

財務活動収支：町債等の資金調達及びその償還により生じる収入と支出が計上されます。

本年度末現金預金残高：貸借対照表の「資産」のうち「現金預金」と一致します。
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＜一般会計等に係る指標＞

①住民一人当たり資産額（万円）

算定式

資産合計÷住民基本台帳

資産合計（万円）

人口（住民基本台帳 各年度1月1日現在 ）

住民一人当たり資産額（万円）

②歳入額対資産比率（年）

算定式

資産合計÷歳入総額

資産合計（百万円）

歳入総額（百万円）

歳入額対資産比率（年）

③有形固定資産減価償却率（％）

算定式

減価償却累計額（百万円）

分母（百万円）

有形固定資産減価償却率（％）

財務書類からわかること

　財務書類（貸借対照表）を作成することにより得られる、地方公共団体の保有する資産のストック情報（資産額）を住
民基本台帳人口で除して、住民一人当たりの資産額を表す指標。
　資産には、住民サービスを提供するために保有し将来世代に引き継ぐ資産（有形・無形固定資産）や、将来、債務返済
や行政サービスに使用することが可能な資産（投資・流動資産）等がある。
　住民一人当たり資産額の大きな減少は、資産圧縮に取り組んだ結果である場合と、施設等の老朽化により有形固定資産
の金額が減少している場合などがある。

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

6,159,906 6,182,778 6,204,976 6,056,438

13,928 13,616 13,318 13,005

442.3 454.1 465.9 465.7

　当該年度の歳入総額に対する資産合計の比率を示す指標で、これまでに形成されたストックとしての資産が、歳入の何
年分に相当するかを表す指標。
　歳入総額とは、前年度からの繰越収入を含み、財務書類（資金収支計算書）を作成することにより得られる、各収入及
び前年度末資金残高の合計である。

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

61,599 61,828 62,050 60,564

11,749 14,127 13,714 11,233

5.24 4.38 4.52 5.39

　地方公共団体が保有する有形固定資産のうち、償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額の比率を示す指標で、資
産の耐用年数に対して、資産の取得からどの程度経過しているかを表す指標。
　償却資産の耐用年数には「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和４０年大蔵省令第１５号）に規定されてい
る耐用年数を用いることを原則としている。

　　　　　　　　　　　　減価償却累計額

　有形固定資産合計 － 土地等の非償却資産 ＋ 減価償却累計額

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

58,603 61,418 63,192 63,119

99,336 100,815 96,454 92,664

59.0 60.9 65.5 68.1

※分母＝有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

9



④純資産比率（％）

算定式

純資産÷資産合計

純資産（百万円）

資産合計（百万円）

純資産比率（％）

⑤将来世代負担比率（％）

算定式

地方債残高（特例地方債を除く）（百万円）

有形･無形固定資産合計（百万円）

将来世代負担比率（％）

⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

算定式

純行政コスト÷住民基本台帳人口

純行政コスト（万円）

人口（住民基本台帳 各年度1月1日現在 ）

住民一人当たり行政コスト（万円）

　財務書類（貸借対照表）を作成することにより得られる、資産のストック情報（資産額）に対する純資産の比率を示す
指標で、保有している有形固定資産等がどの世代の負担により行われたかを表す指標。
　純資産の増加は、過去及び現世代の負担により将来世代が利用可能な資源を蓄積したことを表す一方、純資産の減少
は、将来世代が利用可能な資源を過去及び現世代が消費していると捉えることができる。

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

46,551 45,821 44,733 43,734

61,599 61,828 62,050 60,564

75.6 74.1 72.1 72.2

　有形固定資産などの社会資本等に対して、財源のうち将来の償還等が必要な負債による調達割合（公共資産等形成充当
負債の割合）を表す指標。

地方債残高（※） ÷ 有形・無形固定資産合計

※　地方債残高（附属明細書（地方債（借入先別））から以下を控除したもの
イ　臨時財政特例債　ロ　減税補填債　ハ　臨時税収補填債　二　臨時財政対策債　ホ　減収補填債特例分

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

8,778 10,037 11,708 11,476

54,827 54,767 54,889 53,091

16.0 18.3 21.3 21.6

　財務書類（行政コスト計算書）を作成することにより得られる、純行政コストを住民基本台帳人口で除して、住民一人
当たりの行政コストを表す指標。
　純行政コストは、地方公共団体の行政活動に係る人件費や物件費等の費用を発生主義に基づきフルコストで表示したも
ので、行政活動の効率化に資する情報を一括して提供するもの。

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

963,668 1,145,110 1,091,210 1,079,494

13,928 13,616 13,318 13,005

69.2 84.1 81.9 83.0
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⑦住民一人当たり負債額（万円）

算定式

負債合計÷住民基本台帳人口

負債合計（万円）

人口（住民基本台帳 各年度1月1日現在 ）

住民一人当たり負債額（万円）

⑧基礎的財政収支（百万円）

算定式

業務活動収支（支払利息支出を除く）（百万円）

投資活動収支（基金を除く）（百万円）

基礎的財政収支（百万円）

⑨受益者負担比率（％）

算定式

経常収益÷経常費用

経常収益（百万円）

経常費用（百万円）

受益者負担比率（％）

　財務書類（貸借対照表）を作成することにより得られる、地方公共団体の保有する負債のストック情報（負債額）を住
民基本台帳人口で除して、住民一人当たりの負債額を表す指標。
　負債には地方債残高のほか、退職手当引当金や未払金など、発生主義により全ての負債が含まれている。

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

1,504,779 1,600,703 1,731,692 1,683,030

13,928 13,616 13,818 13,005

108.0 117.6 130.0 129.4

　税収・税外収入と公債費を除く歳出の収支のことを表し、その時点で必要とされる政策的経費をその時点の税収等でど
れだけまかなえているかを示す指標であり、地方公会計においては、財務書類（資金収支計算書）を作成することにより
得られる、業務活動収支及び投資活動収支の合算額である。

業務活動収支（支払利息支出を除く） ＋ 投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

1,105 821 820 997

-785 -1,723 -2,159 -266

320 -903 -1,339 731

　財務書類（行政コスト計算書）を作成することにより得られる、経常収益（使用料・手数料などの行政サービスに係る
受益者負担の金額）に対する経常費用（行政サービス提供に係る負担）の比率を示した指標で、行政サービスの提供に対
する受益者の負担割合を表した指標。

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

652 649 591 354

10,806 10,038 12,043 10,862

6.0 6.5 4.9 3.3
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